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第30回 石化協 CEDI/ITフォーラム



本日の報告の要旨
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国際貿易の電子化の現状
・ 当WGでは貿易手続きの電子化を研究している。

2021年度は貿易情報連携プラットフォームの動向の継続調査と、GSCM-WG参画企業の貿易業務のIT化における現状調査を
行った。以下の通り報告する。

・ 世界の動向としては、貿易協定の進展とブロックチェーン技術の普及もあり、2018年以降から複数の貿易情報連携プラットフォームが
立ち上がっている。

・ 日本の動向としては、NTTデータ系のTradeWaltz社が、2020年4月に、商社、保険会社、物流会社等との合弁会社として
設立以来、貿易手続きの電子化を支援するソフトウェア・サービスの開発を加速し、海外プラットフォームとの連携も拡大している。

2021年度の取り組み
・ 前年度に引き続き、我々が必要としている機能・用途としてTradeWaltzが適していると判断し、これの継続調査を行った。
・ この他、日本で最初のデジタルフォワーダー（海貨業者）であるSHIPPIO社および米国の同業Flexport社についての調査を行った。
・ 最後に、石化協各社がTradeWaltzを利用するに際し、必要になるであろう個社システムについて、GSCM-WG参加各社における

貿易業務のIT化の課題・ニーズをアンケートにより調査した。
TradeWaltz導入における課題
・ TradeWaltzの実用においては現状以下２点の課題がある。

１．TradeWaltzの機能不足。荷主としての各社が必要と考えている機能を早期に実現して欲しい。
①船腹予約
②原産地証明書電子化

２．石化協各社のシステム環境準備。各社の貿易管理システムからTradeWaltzへの連携を実現すること。
およびTradeWaltzと連携するデータを個社システム側で持たせるような改良が必要である。

（但し、2022年4月に、バイナル社のTOSSシステムとの連携が開始されており、今後はTOSSの画面を利用して必要情報の
入出力が行えるため、個社システムの新規開発・改修をすることなしにTradeWaltzを利用できる可能性がある。
また、2021年10月より、 TradeWaltz自身もGUIを提供し始めたので、これの利用による試用・試行が容易になった。）

2022年度の取り組み（案）
・ 上記課題に対応するため、TradeWaltzの継続モニタリングを行う。また可能であれば個社において試用を行う。



GSCMワーキンググループの紹介
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GSCMワーキンググループは、旧CEDI⼩委員会の国際WG活動として、
GSCMへのICT利活用に関する調査研究を行うチームとして結成され、2012年6月から活動開始。

2012年

• CEDIメンバー各社の業務フローやEDI化ニーズを調査
グローバル化先進企業の実態調査（23企業・団体）
アジア地域のEDIの現状を調査

2013年

• 先進的な企業間情報連携の実態（13企業・団体）
ITサービスの実態調査。NACCSシステムの利用実態
調査

2014年
• GSCMのIT化に関するCEDIメンバー化学企業の課

題・ニーズ調査を実施

2015年
• NTTデータとフィージビリティスタディ（FS）を行い貿易

情報基盤構築の機能案と課題を提言

2016年

• NTTデータ TradeCloud、Xeroxサービスの検証
• 業種別先進事例のヒアリング自動車、商社、電子材

料

2017年
• 各社のシステム化状況の調査
• NACCS接続の有効性評価

2018年
• 貿易業務の課題整理
• NTTデータ実証事業などのプロジェクトのモニタリング

2019年
• 各プロジェクトの調査、評価

2020年
• 主にTradeWaltzプロジェクトの継続調査、評価

2021年

• TradeWaltzプロジェクトの継続調査、評価
• GSCM-WGのメンバー会社のIT化に関する課題・ニーズ

調査を実施
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原則毎月第3木曜に会合を行い計11回の活動を実施

2021年度活動内容

No 開催日 活動内容
第1回 2021/06/17(Web) 自己紹介、前年度活動振り返り、年間活動計画・スケジュールの検討
第2回 2021/07/15(Web) Shippio会社との情報交換、Frexport調査レポート概要説明
第3回 2021/08/19(Web) Frexport調査レポート詳細説明と情報交換
第4回 2021/10/21(Web) TradeWaltzに関する情報の整理、次回質問事項のとりまとめ
第5回 2021/11/18(Web) TradeWaltz社からの製品状況のアップデート、情報交換
第6回 2021/12/17(Web、

石化協)
TradeWaltz社からのヒアリング内容整理、GSCM-WG内各社へのIT
化の現状調査アンケート実施検討

第7回 2021/01/20(Web) 過去に実施したアンケートの情報整理、今回のアンケート案検討
第8回 2022/02/17(Web) アンケート方法と日程、アンケート内容確定。次回までに回答依頼
第9回 2022/03/17(Web) アンケート集計結果の考察、2021年度活動報告資料の検討

第10回 2022/04/21(Web、
石化協)

2021年度活動報告資料の作成、内容確認

第11回 2022/05/19(Web) CEDIフォーラム、情報通信委員会報告準備



GSCM-WGの活動の背景
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輸出業務の概要
• 一般的に輸出業務は４つの業務エリアに分けられる。
• 輸出者ー全体アレンジ担当が扱う原産地証明書、船荷証券は原本が必要とされるケースが多く紙ベースの手続きとなる。
• 通関申告についてはNACCSにより電子化が行われている。
• 社内またはグループ会社で業務分担している場合は、イントラネット上のワークフローシステムが存在する場合がある。

輸出者 全体アレンジ

通関担当 出荷準備

輸入者

銀行

船会社

陸運

工場倉庫
税関

NACCS

手配→予約

船荷証券

手配→PO

貿易書類・船荷証券

バンプール 保税エリア

バンニング場所

通関申告

通関許可

出荷依頼
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輸出業務の概要（役割分担の典型パターン別）

輸出者

全体アレンジ

通関担当

出荷準備

パターン①
全て

自社で実施

パターン②
海貨業者
に委託

Gr物流会社
or

海貨業者

営業・
事業部

物流部

営業・
事業部

Gr物流会社

自社
（輸出者）

パターン③
全面的委託

輸出業務は複数組織で分担しているケースが多い。
さらに、その分担のパターンも、1社で複数混在するケースがある。

Gr物流会社
or

海貨業者

Gr物流会社

物流部
or

海貨業者
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貿易手続きの問題
貿易手続きの特徴は、関係する多数の組織を跨って古い商習慣が連綿と行われていることであり、紙書類を
使った手続きが多く、また書式の標準化が行われていないことである。
これは国を跨ぐ手続きであることもあり電子化・標準化のイニシアチブを取る国・組織が存在しないためである。

貿易手続きの特徴
①国・多数の組織を跨いだ手続き
②手続きにより必要項目が変わる
③登場人物の数だけ様式が存在

標準化なし
抜本的な電子化なし

効率性の問題 正確さの問題 統制・管理の問題

派生する問題

悪循環
（電子化・標準化のイニシアチブを取る国・組織が存在しない）



貿易手続き電子化機運の盛り上がり
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1. 電子契約の基礎となっているブロックチェーン技術の普及
2. 貿易協定の後押し
TPP11和訳 十四章・九条より抜粋 ※ TPP11は2020年1月1日に発効
各締約国は、次のことを行うよう努める。
(a)貿易実務に係る文書について、公衆による電子的な形式での利用を可能なも
のとすること。
(b)電子的に提出される貿易実務に係る文書について、当該文書が書面により提
出された場合と法的に同等なものとして受理すること。

EPA和訳 六章・七条より抜粋 ※ 2018年10月19日に発効
10.各締約国は、電子証明その他の貿易を円滑にするための技術の活用を促進す
る。

RCEP和訳 十二章・五条より抜粋 ※ 2022年1月1日に発効
2.締約国は、電子的に提出される貿易実務に係る文書の受理を促進するために
国際的な場において協力する。



貿易手続き電子化の加速の期待
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• 日本は多くの貿易協定にかかわっている。
• 交渉中の貿易協定に貿易文書の電子化の条項が盛り込まれる可能性

ブルネイ
ベトナム
マレーシア
シンガポール
オーストラリア
ニュージーランド

TPP11（2020年発効）

カナダ
メキシコ
ペルー
チリ

日中韓FTA（交渉中）
中国 韓国

日米貿易協定（2020年発効）
米国日本

EU

日EU・EPA（発効）

英国は離脱

RCEP（2022年1月発行）
カンボジア
ラオス
タイ
ミャンマー
フィリピン
インドネシア

インドは離脱



TradeWaltzの動き
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• 今後APEC内のいくつかのプラットフォームとの連携を予定

© 2022 TradeWaltz Inc.



今期（2021年7月～）の活動概要
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WG活動の目的
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貿易関係の書類の電子化の動きが加速することが予想されるため、
石化協各社に以下の情報を提供する。

• 国内における貿易情報共有基盤システムの情報
 TradeWaltzの特徴・メリット
 導入形態のイメージ（ユースケース）
 TradeWaltz利用時の業務フロー

• デジタルフォワーダーの情報
• GSCM-WGメンバー会社のIT化ニーズ調査結果
• 貿易情報共有基盤システム導入の推奨タイミング・条件



TradeWaltzの現状
（株式会社トレードワルツ）
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TradeWaltz概要
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強み

特徴

課題

今後の展開

・産業横断型の貿易情報連携プラットフォーム（SaaS形式）。ブロックチェーン技術を活用
・2022年2月にISMS情報セキュリティマネジメントシステム認証(ISO/IEC 27001)及び「クラウドセ
キュリティ認証(ISO/IEC 27017)取得。これによりセキュリティを公的機関の認証により担保した。

・貿易に関連する様々な産業が一気通貫で電子上での貿易取引を行うことが可能
・ブロックチェーン技術活用により、貿易関係文書の電子化、原本保証。電子帳簿保存法をクリア
・公開APIによる個社システムやパッケージソフトとの連携が可能 (TOSSシステム、SAP（予定）)
・貿易関連企業100社を超える貿易コンソーシアムを運営（多くの企業とのコネクションが可能）

・電子B/L（船荷証券）の法整備。原産地証明（COO）の対応（現在協議中）
・貿易実務者から挙げられる課題や要望の機能実装
・国内外ユーザのカバー率の増加
・グローバル展開、他システム（貿易管理、他共有基盤）との連携

・2022年4月からVer2の機能として、輸出通関データ連携、輸入者機能、NACCSサポートを開始
・2022年10月から船社プラットフォーム連携によるBooking、位置情報確認機能の実装見込
・Ver2として、TradeWaltz独自のユーザインターフェース（UI）を開発予定。
・既存貿易プラットフォームとの連携によるユーザのカバー率の増加
・関連サービス（位置情報把握、デジタル決済等）との協業により充実したサービスを展開



TradeWaltzの機能
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© 2022 TradeWaltz Inc.

カ テ ゴ リ プ ロ セ ス ・ 機 能 リ リ ー ス 月 （ 暫 定 ）
共 通 通 知 ・ メ ー ル  / 電 子 承 認  / ア ー カ イ ブ 22年 4月

P/O送 付 22年 10月
契 約 締 結  / P. I V発 行 23年 4月

LC LC接 受 22年 7月

輸 出 通 関
輸 出 船 積 依 頼 （ 書 類 作 成 依 頼 ・ 輸 出 通 関 依 頼 ・ 荷 役 依
頼 ・
船 積 予 約 依 頼 ・ 付 保 依 頼 ）  / 輸 出 許 可 書 保 管

22年 4月

輸 送 Book i ng 依 頼  / BL発 行 依 頼  / BL保 管 22年 10月
I P / DN発 行 依 頼 23年 4月
I P / DN保 管 22年 7月
CO申 請  / CO保 管 23年 4月
決 済 書 類 作 成  / 決 済 書 類 送 付 22年 4月

輸 入 通 関
輸 入 荷 捌 依 頼 （ 書 類 作 成 依 頼 ・ 輸 入 通 関 依 頼 ・ 荷 捌 依
頼 ・
船 積 予 約 依 頼 ・ 付 保 依 頼 ）  / 輸 入 許 可 書 保 管

22年 4月

ス テ ー タ ス 管 理 輸 出 案 件 の 状 況 （ ス テ ー タ ス ） 管 理 22年 4月
コ メ ン ト 関 係 者 間 の チ ャ ッ ト （ フ ァ イ ル 添 付 機 能 ） 22年 4月

契 約

保 険

決 済 書 類



TradeWaltzのこれまでの歩み
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© 2022 TradeWaltz Inc.



2021年の概況：貿易コンソーシアム
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2021年度から、貿易コンソーシアムの拡大のため、新規参加を募集した。
結果、オリジナルメンバーの属する商社・金融業界に加えて、製造業界、輸送業界、物流業界からも多くの会社が参加

© 2022 TradeWaltz Inc.



2021年の状況：各種システムとの連携
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© 2022 TradeWaltz Inc.



TradeWaltz 新機能
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© 2022 TradeWaltz Inc.
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TradeWaltz 新機能

© 2022 TradeWaltz Inc.
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TradeWaltz 新機能 ダッシュボード（担当者画面）

© 2022 TradeWaltz Inc.
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TradeWaltz 新機能 取引管理・プロセス進捗管理

© 2022 TradeWaltz Inc.
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TradeWaltz 新機能 コメント機能・添付ファイル機能

© 2022 TradeWaltz Inc.
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TradeWaltz 貿易PEにおける今後の課題

© 2022 TradeWaltz Inc.



基幹システム

荷主（輸出者）

TradeWaltzが有効なユースケース
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現状、FAXやメールの利用が、API接続となると個社の貿易システムの使い勝手が向上する。特にポイントとなるのは船腹予
約である。船腹予約により貿易書類に必要な多くの項目決定されるため、下流工程含めた波及的なメリットは大きい。また、
各社が個別に連携を構築するのは非現実的であるため、プラットフォームで対応する意義は大きい。

一般的な
貿易管理システム

TradeWaltz

引合

受注（確定）

売上（未確定）

売上（確定）

受注

出荷

請求

出荷手配

輸入者

PO

NACCS

BOOKING

船社・フォワーダー

船腹予約
予約回答

輸入者

輸出書類

運送会社・通関会社

I/V、P/L、S/I

I/V、P/L、S/I
輸出書類

原産地証明（COO）
2023年以降

2021年度中に連携予定

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwizytmjwOXhAhUN77wKHXkeADUQjRx6BAgBEAU&url=http://www7b.biglobe.ne.jp/%7Eyyyy/fune.html&psig=AOvVaw26OlzazOv54WugncFdvJMZ&ust=1556084403999974


TradeWaltzを用いることで、企業間の情報連携をデジタルで行えるようにします。 ほぼ電子化
大手のみ電子化
メール等が主体

凡例

TradeWaltz利用時の業務フロー（例）
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デジタルフォワーダーの情報

28



デジタルフォワーダーとは、独自に開発したITプラットフォームを用いて、フォワーディング業務を提供
する利用運送事業会社（フォワーダー）
このITプラットフォームで提供する機能は、荷主との情報交換（コミュニケーション）・貨物ステータ
スの提供であるが、それに加えて実際のフォワーディング業務をも実施している。
デジタルフォワーダーについては、日本のShippio社との情報交換、及び、米国Flexport社の
ホームページの情報を参考とし調査。次ページ以降の報告を作成

デジタルフォワーダーの情報

29

事業者 会社概要 特徴
Flexport 2013年設立

従業員:1800人
デジタルフォワーディングサービスの提供
・1万社の顧客がおり、米中間の取引業務ではトップテンにラ
ンクイン(米国企業)
・自社通関含め、輸出入業務を担うことが可能
・コンテナへの積み込みとして混載（LCL）が可能

Shippio 2016年設立
従業員：15人

デジタルフォワーディングサービスの企画・開発・運営
・日本最初のデジタルフォワーダー
・全ての輸出入業務をクラウド上に構築し、提供する
・国内の通関業務以外の輸出入業務を担うこと可能
(相手国の輸入通関も可)
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Shippioのクラウドサービスは、顧客からの輸送依頼の受付、BookingからOn board、
加えて、本船の状況（ETA等）の状況の提供（トレーサビリティ）。顧客とのコミュニケー
ション機能がある。
加えて、利用運送事業者としてのライセンスを持ち、実際のフォワーディング業務を行ってい
る。ヒアリング時点（2021年7月）では、システムの利用料は無料で、フォワーディングに
かかる料金のみを荷主へ課金している。

A. キャリア（船会社等）へのBooking、貨物のCYへの搬入等手配
現時点では、船会社との契約レートは持っていない

B. 本船の最新状況（ETA等）はキャリアから入手の上、毎日更新
C. 必要な書類のやりとりはクラウドプラットフォームで実施
D. 荷主システムとの連携はできない（APIは構築中）

Shippio概要
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Flexportのシステムプラットフォームは、顧客・倉庫・サプライヤーとの連携を実現し、PO か
らデリバリーまでのプロセスにおける、データコミュニケーション、トレーサビリティ、 ビジビリティを
実現。 加えて、フォワーダーとして、単なるトレーディングプラットフォームの提供だけでなく、
次のようなリアルなフォワーディングサービスを提供している。

A. メジャーな船会社との契約。よりよいフレートレート、ビジビリティを提供。
FCLだけではなくLCLにおいても、最適な価格を提供。

B. メジャーな航空会社（キャリア）との契約。よりよいフレートレート、ビジビリティを提供
C. 多くとトラック会社と提携。よりよいコスト、ビジビリティを提供
D. 通関に関するエキスパートを提供。全世界の通関をサポート
E. Marshとの契約。よりよいプレミアム（保険料を提供）
F. Flexport Capital によるファイナンスの提供を提供。

さらに、FlexportのInvoices APIにより、物流費支払いステータス、コストの詳細を把握
可能。また、Flexportは、EDIを介した請求情報も顧客に送信可能である。

Flexport概要
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デジタルフォワーダー2社の考察

導入/適用課題
・Flexportは米国中心に物流フォワーダー業務を展開しているため、米国のグ
ループ会社へ導入することは有効。但し、日本国内では既に乙仲などにより、物
流ルートが確立しているため、導入は難しいと思われる。

・Shippioは物流フォワーダー業務を一気通貫で利用するシステムである。
GSCM-WGメンバー会社は大手であり、個別システムを保有していたり、物流子
会社を持っていたりして分業をしている（フォワーダーに依頼する業務に幅があ
る）ため、Shippioをすぐに使うということにはならないと考えられる。
しかし、輸出入業務をあまり取り扱っていない中⼩企業(SME)、国内グループ子
会社へ適用は考えられる。また、一部機能(見積や発注、API連携)は、未リリー
スの状態。

・今後このような業態（デジタルﾌｫﾜｰﾀﾞｰ。ITシステムの提供により、コミュニケー
ションの電子化・効率化）がフォワーダー業界で増えてくることが考えられる。既に
利用しているフォワーダーがそのような対応をした場合は、利用する価値はあると
思われる。



GSCM-WGメンバー会社のIT化ニーズ調査アンケート結果

33



アンケート概要

【対象会社】GSCM-WGの参加各社
東ソー株式会社、KHネオケム株式会社、昭和電工株式会社、
住友化学株式会社、三菱ケミカル株式会社、UBE株式会社 計6社

【質問内容】
① 貿易管理のIT化の現状(自社、現地法人、関係会社)
② 今後の貿易業務のIT化について
③ IT化されている貿易業務について
④ 輸出業務に関する平均労働時間、および、輸出取引件数
⑤ 業務のIT化についての検討事項/課題事項
⑥ FWDのシステム利用状況
⑦ 貿易実務の電子化の計画/電子帳簿保存法への取り組み状況
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アンケート集計結果(サマリ)
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アンケート集計結果のサマリを以下に記載する。

• 各社とも自社の受発注業務のIT化は実施済。一部の貿易業務(書類作成等)のIT化も
半数が実施済。但し、貿易業務を実施・管理するシステムは、ほとんどの会社が未実施

• 現地法人や関係会社との情報交換は、ファイルサーバや電子メールでの行われており、シ
ステム連携は少ない状況

• 今後の貿易業務のIT化を予定しているのは1社、IT化を希望しているのは半数の会社。
• 貿易業務のIT化に関する課題は各社様々ではあるが、共通点として、社内外に関係者

が多いため、調整/交渉が大変という点である。
例えば、事業部毎に業務プロセスが異なる、必要帳票書式、内容が異なることによるシス
テムの開発/改修が困難ということが指摘された。

• 貿易業務とは直接関係がないが、アンケートで、電子帳簿保存法への取り組みについても
聞いたところ未実施の会社が多数であることがわかった。

上記から、今後の貿易業務のIT化、効率化のためのツールとしてTradeWaltzの利用が考え
られるものとして、引き続き検討を実施する。



導入推奨タイミング・条件
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導入推奨タイミング・条件
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各システムの機能リリース・およびリリース見込みから想定した、導入推奨タイミング・条件は次の通りである。

■国内手続の電子化
 NACCS連携 ⇒2022年4月～
 船腹予約 ⇒想定2022年下期

■各種コミュニケーションの電子化
 関係会社（各社）とのコミュニケーション（チャット機能） ⇒2022年4月～
 案件のステータスの関係者間での共有 ⇒2022年4月～
 電子承認（ワークフロー） ⇒2022年4月～

■輸出ドキュメントの電子化
 輸出ドキュメント・PO ⇒2022年4月～
 原産地証明書 ⇒想定2023年度
 船荷証券 ⇒未定 ※１

※１ 船荷証券の電子化は技術的な課題はないが、世界各国の法整備、保険会社の扱いの見直しが必要である。
TradeWaltz社が中心となる貿易コンソーシアムを設立し政府に対して規制改革を求めるロビー活動を開始した。
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• フォワーダーや物流子会社との役割分担が整理済みであること。
（TradeWaltzの利用機能を各社の役割によって決められること。）

• 関係先（輸入者・海貨業者など）もTradeWaltzを利用すること。
（コミュニケーション機能・書類作成・交換機能を利用するためには関係各社が
同一のシステムを利用するのが必須。）

前提条件

Ver.2実装により自社貿易管理システムがない企業でも、TW導入が容易に
Ver.1ではUIがなかったため、自社に別途貿易管理システムを用意していないと、TWの利
用不可だった（連携必須）
Ver.2の実装によって、自社で貿易管理システムのない企業でもTW単体での利用が可能。
貿易情報の電子化に加え、ステータス管理機能や、コミュニケーション機能、電帳法対応な
ど様々な機能が付加されたことにより、導入価値が大きく向上した。



2022年度の活動予定
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評価・導入イメージ（2021） 導入に向けた整備・試用（2022）
キックオフ（7月）

TradeWaltz
の継続モニタリング

貿易基盤
検証

貿易基盤
導入方法

貿易業務IT化のための
課題・ニーズのアンケート

貿易基盤
現状調査

円滑な導入のための準備

成果物

月次会合（８月~5月）

目的：貿易情報連携プラットフォームを石化協参加各社が導入検討・着手できるようになること。
内容：①TradeWaltzの継続モニタリング②試用、シミュレーション

来期2022年度活動

考
察

完

仕
掛

TradeWaltz
の継続モニタリング

試用、シミュレーション、
フィードバック等

仕
掛
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今期の活動

2012年
2013年

2014年
2015年

2016年
2017年2018年
2020-2021年

2022年
～

貿易手続きへのICT利活用

理想的なシステム・
模範例は存在しない

貿易情報基盤構築の
機能案と課題を提言

貿易手続きの
情報連携基盤

実証実験

貿易手続きの
情報連携基盤

社会実装

国内のEDIに目途。
では海外・貿易業務は？

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwjjr__W77riAhVcwosBHSZAAQEQjRx6BAgBEAU&url=/url?sa%3Di%26rct%3Dj%26q%3D%26esrc%3Ds%26source%3Dimages%26cd%3D%26ved%3D2ahUKEwjjr__W77riAhVcwosBHSZAAQEQjRx6BAgBEAU%26url%3Dhttps://jp.fotolia.com/tag/%E3%81%8F%E3%81%AD%E3%81%8F%E3%81%AD%E9%81%93%26psig%3DAOvVaw1yE9tPdVcPdCM0xUww4Ks-%26ust%3D1559017664176963&psig=AOvVaw1yE9tPdVcPdCM0xUww4Ks-&ust=1559017664176963
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